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合衆国法典において、均衡原則（同一価値労働同一 国家公務員管理規範において、各省が職員の給与 判例・通説において、扶養原則、成績原則が認め 官公吏一般規程において 「官吏は、職務、
給与の原則、全米・地域ごとの官民給与均衡（連邦と 措置を設定する際に以下の原則を考慮しなければ られている。 遂行後、俸給、居住地手当、家族扶養手当
非連邦との均衡）の原則、職務と勤務成績に応じた報 ならないことが規定されている。 ※ 扶養原則…職位、職責、職員の年齢、一般 及び法律又は規則により定められている複
酬の原則）が定められている。 ( )給与支出に見合った価値 の生活水準に鑑みて、ふさわしい生活を維持で 数の手当を受ける権利を有する」と規定さa

( )給与支出の財政上の管理 きる給与水準の保障 れている。b
( )給与システムの柔軟性c
( )給与と成績との密接かつ効果的な連関d

・ 合衆国法典で、給与の改定方式は、詳細に規定さ ・ 一般の職員 上級公務員 ＳＣＳ 以外 は ・ 公務被用者は、連邦及び市町村の共同の労使 ・ 政府が給与改正案を作成し、関係法令（ （ ） ） 、
れている。 各省及び各エージェンシーと職員団体との交渉 交渉により決定される。 の改正により決定される。

・ 給与等法定事項には、協約締結権は認められてい で決定される。 ・ 官吏には、協約締結権が認められておらず、 ・ 協約締結権は認められていないが、政
ない。 一般に公務被用者の妥結状況を考慮して、決定 府が作成した改定案を組合に提示し、組

・ 上級公務員（ＳＣＳ）は、上級公務員給与審 される。 合がその内容に合意した場合、議定書に
議会の勧告に基づき決定される。 ・以前は連邦、州及び市町村の労使が共同で交渉 調印。政府は一般的に議定書に基づいて

していたが、現在、州は別に交渉。 給与改定を決定し、実施する。

＜一般の職員（一般俸給表適用）の場合＞ ＜一般の職員の場合＞ ＜公務被用者の場合＞

基本給 地域均衡給 組合による賃上げ要求 政府による給与改定提案※給与改定率の上限
について事前協議各省

雇用経費指数 非連邦職員 各エージェンシー 財務省 団体交渉 団体交渉
使用者側（２者 ：連邦内務大臣、市町村代表（ ）調査結果 給与調査ECI ）

各省、各エージェンシー 合意 不調組合側（２者 ： ドイツ官吏同盟 ( )代表） DBB
の長と組合との団体交渉 議定書に調印 政府が改定率統一サービス産業労働組合( . )代表ver di

連邦給与評議会（大統領任命)勧告 ※ 法的に双方 を決定※ 財務省が同席し、予算との調整を図りながら交渉が行

労務・給与専門家３名 合意 不調 を拘束するわれる。

職員組合代表６名 労働協約締結 仲裁裁定 効力はない。
公務員仲裁裁判所 調停委員会

大統領給与エージェント 議定書に基づき
人事管理庁長官 協約締結 政府が改正案を
労働長官、管理予算庁長官 実施 作成

※ 職員手帳や事案ごとの合意文書の策定に 実施
大統領に改定案を提出 地域区分の改廃 より、非組合員にも同じ給与が適用される。 答申 改正案を諮問

地域給の改定率 ※ 協約の効果が及ぶことにより、非組合員
にも同じ給与が適用される。 最高官吏制度協議会

国家の緊急事態、深刻な経済情勢のため、 ＜上級公務員の場合＞ 官側20名(国務院、会
内容を不適当と判断する場合 計検査院の代表等)

＜官吏の場合＞ 職員側20名(７つの代
大統領による代替案の作成 上級公務員給与審議会 政 府 表的組合の代表者等)

議会に伝達 民間企業経営者、弁護 公務員組合 公務被用者の妥結結果
士、学者等10名 意見 人事委員会 関係法令の改正により実施

歳出承認法の制定（給与改定率を規定） 聴取 政 府

、 、関係法令の改正により実施 首相 官吏組合への意見聴取 ※ 制度上 政府に交渉応諾義務はなく
1998年から2007年までの10年間で議定

※ 連邦給与評議会や給与エージェントの意見どお 書の締結に至ったのは、１回のみであ規程の改正により実施 連邦給与法改正法案
りの改定が行われず、大統領代替案が作成される る。※ 組合の意見を取り入れ

議会 なかった場合は、理由をことが多いのが現状。
法案に附記

＜高級管理職、上級管理職の場合＞
高級管理職俸給表及び上級管理職俸給表の給与改定 実施

は、一般俸給表の改定に準じて行われる。

人事院作成



２．諸 外 国 の 国 家 公 務 員 の 給 与
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一般の職員に適用される一般俸給表、幹部 一般の職員については、各府省･各エージェ 一般の官吏に適用される俸給表Ａ、本省課長級 各職員群ごとに、グレード及び号俸に応じ俸
職員に適用される上級管理職俸給表、高級管 ンシーごとに労使交渉に基づき、俸給表（号 以上の官吏に適用される俸給表Ｂ等の俸給表があ 給額が定められている。
理職俸給表等の俸給表がある。 俸制又は給与バンド制）が設定される。 る。

上級公務員については、共通の俸給表が適 各省事務書記官群（高校卒）の例
(２００７年２月現在 年額 単位：ユーロ）用される。

グレード 号俸 俸給額（試算）
一般俸給表（課長以下 （ＧＳ） 一般の職員 俸給表Ａ（本省課長級以下） ７ 27,967）

貿易産業省の例 ～ ～ワシントン・ボルチモア地区 （２００9年１月現在 年額 単位：ドル） （２００４年８月現在 年額 単位：ポンド） （２００９年1月現在 月額 単位：ユーロ） 主任事務書記官
号 俸 給与バンド 最低額 最高額 等級 号 俸 １ 20,513等級

1 2 3 … 8 9 10 ２ 12,200 14,950 1 4 7 8 11 12 ８ 26,607… … …
１ … ３ 13,840 16,810 ２ 主 任 ～ ～21,592 22,313 23,031 26,310 26,338 27,013 1615.86 … 1729.09 … 1842.35
２ … ４ 14,980 18,170 ３ １ 19,09824,277 24,854 25,657 28,981 29,764 30,547 1681.05 … 1801.52 … 1922.04
３ … ５ 15,860 21,130 ４ 13 25,19226,487 27,370 28,253 32,666 33,548 34,431 1718.01 … 1859.89 … 2001.73
～ ～ ～ ～ … ～ ～ ～ ６ 17,180 22,790 ～ ～ ～ ～ ～ ～ 事務書記官 ～ ～… … …
～ ～ ～ ～ … ～ ～ ～ ７ 19,650 26,310 ９ １ 15,888… 2227.34 … 2494.03 2555.12 … 2738.49

86,927 89,825 92,723 107,221 110,109 113,007 … 2431.00 … 2772.72 2848.65 … 3076.4213 … ８ 21,100 28,300 10
14 … ９ 26,220 35,880 11 高等行政官群（国立行政学院卒）の例102,721 106,145 109,570 126,693 130,118 133,543 … 2692.12 … 3042.24 3120.05 … 3353.48 3431.27

120,830 124,858 128,886 149,025 153,053 153,200 … … … (２００７年２月現在 年額 単位：ユーロ）15 … 10 36,720 50,360 ～ ～ ～ ～ ～ ～
11 43,750 61,750 14 グレード 号俸 俸給額（試算）※ 表中の金額は、基本給と地域均衡給の合計額。 … 3425.77 … 4010.29 4140.18 … 4529.86 4659.76

昇給期間は ４号俸に昇給するまでは52週 15 ８ 57,567、 、 … 4404.69 4576.08 … 5090.20 5261.58
７号俸に昇給するまでは104週 以降は156週 上位のポストへの昇進に伴い上位の給与バ 16 特別級 ～ ～、 。 … 4870.46 5068.67 … 5663.27 5861.48
（成績優秀者は、昇給期間が短縮） ンドに格付け。 昇給期間は、５号俸に昇給するまでは２年、９ ２ 35,803

上位のポストへの昇進に伴い上位の等級に 号俸に昇給するまでは３年、以降は４年 （勤務成 ６ 42,604。
格付け。 績に応じ、昇給期間は短縮又は延伸） １級 ～ ～

地域ごとに、基本給の一定割合 ～ 同一ラウフバーン内での選考により上位の等級 １ 31,667(13.86％ 34.35％）
の地域均衡給が支給される。 に格付け。 ７ 33,681

業績評価に基づく業績報償、特別な業務や 勤務成績が優秀な者には 業績報奨金 一時金 ２級 ～ ～、 （ ）
成果をあげた場合の特別報償などがある。 又は業績手当（最長１年にわたり支給）が付与さ １ 20,621

れる。 各職員群の号俸ごとに昇給期間が定められてい
クリスマス手当と呼ばれる年次一時金が12月に る。勤務成績に応じ昇給期間の短縮がある。

上級管理職俸給表（課長・局長等 （ＳＥＳ） 上級公務員（課長級以上 （ＳＣＳ） 支給される。 職員群内での選考により上位のグレードに格） ）
2009 付け。( 年１月現在 年額 単位：ドル) （２００８年４月現在 年額 単位：ポンド）

最高額 177,000 給与バンド 最低額 最高額 俸給表Ｂ（本省課長級以上） 能率・生産性の向上に対して能率・生産性手代表的官職
最低額 117,787 １ 57,300 116,000 課長 当が支給される。（２００９年1月現在 月額 単位：ユーロ）
各人の給与額は、最高額と最低額の範囲内 １Ａ 66,600 127,000 俸給額 代表的官職等級

で決定される。 ２ 81,600 160,000 局次長 １ 5261.58 特別俸給表（次長級以上の高級職）
（２００７年２月現在 年額 単位：ユーロ）成績が優秀なＳＥＳに対する大統領報償が ３ 99,960 205,000 局長 ２ 6112.25

ある。 事務次官 139,740 273,250 ３ 6472.37 課長 号 俸
４ 6849.55 1 2 3 代表的官職

警視長高級管理職俸給表 （ＥＸ） 各人の給与額は、該当する給与バンドの最 ５ 7282.30 Ａ（大規模局長・次官等 47,936 49,840 52,398）
国務院調査官( 年１月現在 年額 単位：ドル) 52,398 54,629 57,5672009 高額と最低額の範囲内で、４つの成績区分に ６ 7690.94 部長 Ｂ
次長等級 57,567 59,091 60,669I II III IV V 応じて決定される。 ７ 8088.46 BB
国務評定官俸給額 196,700 177,000 162,900 153,200 143,500 60,669 61,994 63,335成績評価区分に応じてボーナスが支給され ８ 8520.77 Ｃ
総監察官代表官職 長官 副長官 次官 外局副長官 大規模局長 63,335 66,219 69,102得る。 ９ 9017.18 局長 Ｄ
局長10 10614.68 Ｅ 69,102 71,823
国務院部長11 11026.40 事務次官 Ｆ 74,489
国務院副院長Ｇ 81,671



３．主 要 な 労 働 組 合 の 状 況
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・公務内組合・省庁横断組合 ・公務内組合・省庁横断組合 ・公務内組合、官民横断組合が併存 ・官民横断組合
組合の状況 ・オープン・ショップ ・オープン・ショップ ・官吏･公務被用者横断組合､省庁横断組合 ・オープン・ショップ

(注) (注) (注)・組織率…28.1％（連邦職員) ・組織率…57.1％ 公的部門・地方も含む) ・オープン・ショップ ・組織率…15.2％（公的部門)（
(注)※排他的代表制…特定の交渉単位内で、職員 ・組織率…25％前後（連邦・公務被用者)

からの投票により、団体交渉権を有する組合
を１つ認定し、当該組合が交渉単位に属する
職員全体の利益を代表して協約を締結する。

アメリカ政府職員総同盟(AFGE) 国家公務員労働組合評議会(CCSU) ドイツ官吏同盟･賃金同盟(DBB) フランス民主主義労働連盟
約22万人 約128万人 (CFDT)

全国財務職員組合(NTEU) 約15万人 公務員民間労働組合(PCS) 約32.5万人 (官吏：約 92万人 フランスキリスト教労働者連盟
公務被用者：約 36万人) (CFTC)

専門職国家公務員組合(Prospect) 管理職総同盟(CGC)
約10.2万人

主要な (郵便庁職員) 刑務官協会(POA) 約3.5万人 統一サービス産業労働組合(ver.di) 労働総同盟(CGT)
労働組合 約227万人
(組合員数) アメリカ郵便従事者組合(APWU) 北アイルランド公務員組合(NIPSA) 労働者の力(FO)

約33万人 約4.4万人
連邦郵便配達労組(NALC) 約21万人 ドイツ･キリスト教労働組合連盟(CGB) 統一労働組合連盟(FSU)

上級国家公務員職員組合(FDA) 約1.6万人 約28万人
全国中立労働組合(UNSA)

(参考)
ナショナルセンター （参考） （注）地方政府の公務員を含む。 （注）地方政府の公務員を含む。
アメリカ労働総同盟産別会議(AFL-CIO) ナショナルセンター

約1050万人 労働組合会議(TUC) 約680万人
地方公務員 （参考）
全米地方公務員労組(AFSCME,AFL-CIO) 地方公務員 ナショナルセンター

約160万人 公務部門労働組合(UNISON) 約131万人 ドイツ労働組合同盟(DGB) 約640万人

○ 2005.12 ニューヨーク市都市交通局のスト ○ 2008.7 賃上げ要求の国家公務員等のスト ○ 2009.2 賃上げ要求のスト ○ 2009.3 雇用の安定や最低賃金引上げ要求の
主な近年の ・ スト年金問題や賃金交渉で労使が対立し､25年ぶ インフレ率を下回る賃上げ率に反対する公務 州公務員の賃上げを求めて、学校、大学、病

りにスト実施(３万５千人の職員が３日間実施) 員数十万人が２日間のストを実施 院、大学病院、行政庁、道路管理事務所等の公 公務員を含む主要な労働組合が大規模なゼネ公務部門の
・ストの影響を受けた利用者は１日当たり約70 務被用者がストを実施 ストを実施ストライキ

事例 ○ 2008.4 賃上げ要求の国家公務員のスト0万人(市当局発表)
○ 2008.5 賃上げ要求のスト ○ 2009.1 サルコジ大統領の新自由主義に反対・州最高裁は、裁判所の２度の禁止命令を無視 インフレ率（4.1％）を下回る政府提唱の賃

するストしたスト実施に対し、１日100万ドルの罰金支 上げ率（2.45％）に反対する国家公務員労組(P ベルリン州公務員（公務被用者）がストを実
払いを命令。スト終了を拒否すれば、組合幹部 CS)が24時間ストを実施。10万人以上の公務員 施 国道、空港、郵便、医療、教育、電気・ガス
を収監する可能性があると警告 が参加 等の公務員を含む労働者がゼネストを実施

○ 2008.2～3 賃上げ要求のスト⇒ 労使双方は、ニューヨーク州調停委員の
○ 2006.5 人員削減に反対する国家公務員スト ○ 2008.5 政府による公共サービス部門の公務あっせん案を受け入れ、スト解除後に年金など 連邦及び市町村公務員（公務被用者）の賃上

員整理方針に反対するストの主要問題について交渉を再開することで合意 中央府省の人員削減策に反対する全国規模の げを求めて、病院、近距離交通、ゴミ収集職員
（ 、ストを公務員民間労働組合(PCS)が実施(９万人 等がストを実施。2月だけで約20万人が参加 22,900人分のポスト廃止 うち11,200人分は

の国家公務員が48時間ストを実施) 教育関係）に反対する教員労組、税関・税務関
連労働者等の公務員約30万人がストを実施○ 2006 前年から争点となっている勤務時間延

○ 2006.3 年金改革に反対する地方公務員スト 長に反対する州公務員等のスト
○ 2007.11 サルコジ大統領による社会制度改年金改革案に対する交渉で労使が対立。公務 週38.5時間から週40時間への勤務時間延長等
革案、公務員削減案に反対するスト部門労働組合(UNISON)等の呼びかけで150万人 をめぐり､多数の州で､ゴミ収集職員、看護職員

の地方公務員が24時間スト実施 等が２月以降断続的にスト実施(14年ぶりの大規 約70万人が参加
⇒ 政府が改革案の見直しを約束 模ストと言われる。)

○ 2007.2 賃上げと人員削減撤回を求めてのス⇒ 州使用者団体と統一サービス産業労働組
ト合(ver.di)・ドイツ官吏同盟との合意が成立 公（

務被用者の週勤務時間は州により38.5時間から3 教師、徴税担当者、郵便職員などの公務員が
8.5～40時間に） 終日ストを実施

（注）各国政府等公表資料より




